
１．平成16年3月期の業績（平成15年4月1日～平成16年3月31日） 

平成16年3月期 個別財務諸表の概要 平成16年5月21日

上場会社名 
株式会社 ジーエス・ユアサ コーポレーション 

(株式会社 ユアサ コーポレーション分） 
上場取引所 東・大 

コード番号 6674 本社所在都道府県 京都府 

(URL http://www.gs-yuasa.com/jp)

代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 大坪 愛雄 

問合せ先責任者 役職名 執行役員 財務統括部長 氏名 岩岸 軍次 ＴＥＬ （075）253－3800 

決算取締役会開催日 平成16年5月21日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成16年6月25日 単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000株）

(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満は切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年3月期 59,517 △3.5 △455 － 1,007 29.4 

15年3月期 61,703 △5.6 951 698.8 778 264.7 

  当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率 

  百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

16年3月期 △67 － △0 38 － － △0.2 0.9 1.7 

15年3月期 481 － 2 72 － － 1.4 0.7 1.3 

（注）①期中平均株式数 16年3月期 177,070,967株 15年3月期 177,142,972株

  ②会計処理の方法の変更 無 

  ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

(2)配当状況  

  
１株当たり年間配当金 配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率   中間 期末 

  円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

16年3月期 3 00 0 00 3 00 531 － 1.5 

15年3月期 3 00 0 00 3 00 531 110.3 1.6 

    

(3)財政状態  

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

16年3月期 118,696 36,509 30.8 206 26 

15年3月期 115,320 33,302 28.9 188 06 

（注）①期末発行済株式数 16年3月期 177,010,346株 15年3月期 177,080,829株

  ②期末自己株式数 16年3月期 174,289株 15年3月期 103,806株



５．個別財務諸表等 
(1) 貸借対照表 

  前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

対前年比 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 構成比
（％） 

金額（百万円） 構成比
（％） 

増減 
(百万円) 

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   1,796   2,337  541 

２．受取手形 ※５  1,080   409  △670 

３．売掛金 ※５  23,184   23,741  556 

４．商品   3,282   2,894  △388 

５．製品   2,951   3,785  833 

６．原材料   953   1,162  208 

７．仕掛品   1,688   1,529  △158 

８．貯蔵品   55   68  12 

９．前渡金   29   246  216 

10．前払費用   130   181  50 

11．繰延税金資産   461   459  △2 

12．未収入金   3,543   4,389  846 

13．その他   1,056   2,946  1,889 

14．貸倒引当金   △29   △37  △8 

流動資産合計   40,185 34.8  44,113 37.2 3,928 

Ⅱ 固定資産         

(1）有形固定資産 ※１        

１．建物  15,001   17,398    

減価償却累計額  8,643 6,358  9,178 8,220  1,862 

２．構築物  2,577   2,879    

減価償却累計額  1,788 788  1,905 974  186 

３．機械及び装置  22,011   21,194    

減価償却累計額  17,413 4,597  17,073 4,120  △476 

４．車両運搬具  408   385    

減価償却累計額  364 43  343 42  △1 

５．工具・器具及び備
品 

 9,003   8,650    

減価償却累計額  8,197 806  7,833 816  10 

６．土地   18,617   19,996  1,378 

７．建設仮勘定   1,125   606  △518 

有形固定資産合計   32,337 28.1  34,778 29.3 2,441 
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  前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

対前年比 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 構成比
（％） 

金額（百万円） 構成比
（％） 

増減 
(百万円) 

(2）無形固定資産         

１．借地権   72   72  － 

２．ソフトウェア   19   23  3 

３．その他   24   25  0 

無形固定資産合計   116 0.1  120 0.1 4 

(3）投資その他の資産          

１．投資有価証券 ※２  12,022   13,753  1,730 

２．関係会社株式   18,421   18,255  △165 

３．関係会社出資金   532   547  14 

４．長期貸付金   10   8  △2 

５．従業員に対する長
期貸付金 

  241   203  △38 

６．関係会社長期貸付
金 

  3,491   490  △3,001 

７．長期前払費用   298   987  688 

８．繰延税金資産   6,742   4,614  △2,127 

９．その他   1,123   967  △156 

10．貸倒引当金   △203   △164  39 

投資その他の資産合
計   42,681 37.0  39,664 33.4 △3,017 

Ⅲ 繰延資産         

社債発行費   － －  19 0.0 19 

固定資産合計   75,134 65.2  74,563 62.8 △571 

資産合計   115,320 100.0  118,696 100.0 3,376 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．支払手形 ※５  3,404   2,381  △964 

２．買掛金 ※５  9,966   10,024  58 

３．短期借入金   15,800   13,600  △2,200 

４．１年以内に返済予定
の長期借入金 

  9,258   4,709  △4,548 

５．未払金   7,426   4,474  △2,952 

６．未払法人税等   40   40  － 

７．未払事業所税   33   32  △1 

８．未払消費税等   490   －  △490 

９．未払費用   1,426   1,502  76 

10．前受金   20   107  87 

11．預り金   6,308   7,335  1,027 

12．設備関係支払手形   301   360  58 

流動負債合計   54,477 47.2  44,569 37.5 △9,908 
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  前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

対前年比 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 構成比
（％） 

金額（百万円） 構成比
（％） 

増減 
(百万円) 

Ⅱ 固定負債         

１．社債   －   3,000  3,000 

２．長期借入金   17,931   24,645  6,713 

３．退職給付引当金   3,044   3,372  328 

４．役員退職慰労引当金   541   576  34 

５．再評価に係る繰延税
金負債 

   6,023   6,023  － 

固定負債合計   27,540 23.9  37,617 31.7 10,076 

負債合計   82,018 71.1  82,186 69.2 168 

         

（資本の部）         

Ⅰ 資本金 ※３  13,127 11.4  13,127 11.1 － 

Ⅱ 資本剰余金          

１．資本準備金  3,281   3,281     

２．その他資本剰余金  7,832   7,832     

資本剰余金合計   11,114 9.6  11,114 9.4 － 

Ⅲ 利益剰余金          

１．別途積立金  －   53    

２．当期未処分利益  2,838   2,186    

利益剰余金合計   2,838 2.5  2,239 1.9 △598 

Ⅳ 土地再評価差額金    9,209 △8.0  9,209 7.7   

Ⅴ その他有価証券評価差
額金 

  △2,973 △2.6  849 0.7 3,823 

Ⅵ 自己株式 ※４  △14 △0.0  △31 △0.0 △16 

資本合計   33,302 28.9  36,509 30.8 3,207 

負債資本合計   115,320 100.0  118,696 100.0 3,376 
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(2) 損益計算書 

  
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

対前年比 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 百分比
（％） 

金額（百万円） 百分比
（％） 

増減 
(百万円) 

Ⅰ 売上高 ※１  61,703 100.0  59,517 100.0 △2,185 

Ⅱ 売上原価   49,479 80.2  49,263 82.8 △215 

売上総利益   12,223 19.8  10,253 17.2 △1,969 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3  11,272 18.3  10,709 18.0 △562 

営業利益及び営業損
失(△) 

  951 1.5  △455 △0.8 △1,406 

Ⅳ 営業外収益          

１．受取利息  198   259     

２．受取配当金  628   2,054     

３．雑収入  585 1,412 2.3 513 2,827 4.8 1,414 

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息  755   725     

２．雑支出  829 1,585 2.6 638 1,364 2.3 △221 

経常利益   778 1.3  1,007 1.7 228 

Ⅵ 特別利益          

１．固定資産売却益 ※４ 2,466     －     

２．投資有価証券売却益   －     820     

３．子会社整理差益   － 2,466 4.0 95 915 1.5 △1,550 

Ⅶ 特別損失          

１．固定資産処分損  275   649    

２．子会社等債権償却  440   －    

３．子会社等評価損  －   608     

４．投資有価証券評価損  590   55     

５．投資有価証券売却損  1,138     35     

６．経営統合準備費用  －   411     

７．破綻債権償却損  －   90     

８．その他  － 2,444 4.0 121 1,972 3.3 △472 

税引前当期純利益及
び税引前当期純損失
(△) 

  800 1.3  △48 △0.1 △849 

法人税、住民税及び
事業税 

 1,386   389     

法人税等調整額  △1,067 318 0.5 △370 18 0.0   

当期純利益又は当期
純損失(△)   481 0.8  △67 △0.1 △549 

前期繰越利益   584   2,254    

利益準備金取崩額   1,848   －    

土地再評価差額金取
崩額   △75   －    

当期未処分利益   2,838   2,186  △652 
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(3) 利益処分案 

  
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成15年６月27日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成16年６月25日） 
対前年比 

区分 注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 増減 
(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益   2,838  2,186 △652 

Ⅱ 利益処分額       

１．配当金  531  531   

２．別途積立金  53 584 － 531 △53 

Ⅲ 次期繰越利益   2,254  1,655 △598 
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重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

(イ）満期保有目的債券 

償却原価法（定額法）によっております。 

(イ）満期保有目的債券 

同左 

(ロ）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

(ロ）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(ハ）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(ハ）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

(ニ）デリバティブ 

時価法によっております。 

(ニ）デリバティブ 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品、製品、半製品、仕掛品、原材料、貯蔵品は、

総平均法による原価法によっております。 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

３．固定資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし長田

野製作所のみ定額法）によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については、定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

３．固定資産の減価償却の方法 

(イ）        同左

建物      ７～50年 

機械及び装置  ４～17年 

 

(ロ）ソフトウェア（自社利用）については、社内にお

ける見込利用可能期間（５年）に基づく定額法、

それ以外の無形固定資産の減価償却は、均等償却

によっております。 

(ロ）        同左

４．       ─────── ４．繰延資産の償却方法 

社債発行費については、社債発行期間按分で償却し

ています。 

５．引当金の計上基準 ５．引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能と見込まれる額を計上しておりま

す。 

(イ）貸倒引当金 

同左 
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前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(ロ）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（15,169百万円）につ

いては、15年による按分額を費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理することとして

おります。 

(ロ）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（15,169百万円）につい

ては、15年による按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務については、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務時間以内の一定年数（10

年）による定額法により按分した額を費用処理して

おります。  

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。 

(ハ）役員退職慰労引当金 

役員の退職時の慰労金に充てるため、当社の内規

に基づく期末要支給額を計上しております。 

(ハ）役員退職慰労引当金 

役員の退職時の慰労金に充てるため、当社の内規

に基づく期末要支給額を計上しております。 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左 

７．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

７．リース取引の処理方法 

同左 

８．収益の計上基準 

売上の計上基準は原則として出荷基準によっており

ますが、長期請負工事等で、かつ契約金額が５億円

以上のものについては、工事進行基準を採用してお

ります。  

８．収益の計上基準 

売上の計上基準は原則として出荷基準によっており

ますが、長期請負工事等で、かつ契約金額が５億円

以上のものについては、工事進行基準を採用してお

ります。  

９．ヘッジ会計の方法 ９．ヘッジ会計の方法 

(イ）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替

予約については振当処理の要件を満たしている場

合は振当処理を、金利スワップについては特例処

理の要件を満たしている場合は特例処理を採用し

ております。 

(イ）ヘッジ会計の方法 

同左 

(ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 (ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  外貨建予定取引 

金利スワップ  借入金 

同左 

(ハ）ヘッジ方針 

当社の内部規定である「リスク管理規程」に基づ

き、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジ

しております。 

(ハ）ヘッジ方針 

同左 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュフロー変

動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシ

ュフロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を

基礎にしてヘッジ有効性を評価しております。た

だし、特例処理によっている金利スワップについ

ては、有効性の評価を省略しております。 

(ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

10．消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

10．消費税等の処理方法 

同左 

（会計方針の変更）  

11．自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基

準」（企業会計基準第１号）が平成14年４月１日以

後に適用されることになったことに伴い、当事業年

度から同会計基準によっております。これによる当

事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の資本の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

          ──────  

12．１株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業

会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第４号）が平成14年４月１日以後開始する事業年度

に係る財務諸表から適用されることになったことに

伴い、当事業年度から同会計基準及び適用指針によ

っております。なお、これによる影響については

「１株当たり情報に関する注記」に記載しておりま

す。 

          ──────  

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

※１．担保に供している資産 ※１．担保に供している資産 

建物 4,682百万円 

構築物 150 

機械及び装置 3,992 

工具・器具及び備品 190 

土地 16,074 

計 25,091 

建物 4,392百万円 

構築物 145 

機械及び装置 3,213 

工具・器具及び備品 165 

土地 16,018 

計 23,937 

上記物件について工場財団を組成し、長期借入金

（返済期限１年以内のものを含む。）11,525百万

円の担保に供しております。 

上記物件について工場財団を組成し、長期借入金

（返済期限１年以内のものを含む。）9,000百万円

の担保に供しております。 

※２．投資有価証券のうち3,121百万円は、長期借入金

（返済期限１年以内のものを含む。）2,392百万円

の担保に供しております。 

※２．投資有価証券のうち4,467百万円は、長期借入金

（返済期限１年以内のものを含む。）1,836百万円

の担保に供しております。 

※３．授権株式数は、普通株式 330,000千株、発行済株

式数は、普通株式 177,184千株であります。 

※３．授権株式数は、普通株式330,000千株、発行済株式

数は、普通株式177,184千株であります。 

※４．保有する自己株式数は、103,806株であります。 ※４．保有する自己株式数は、174,289株であります。 
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前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

※５．関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

※５．関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

(1）流動資産   

受取手形 682百万円 

売掛金 11,042 

(2）流動負債   

支払手形 407百万円 

買掛金 2,846 

(1）流動資産   

受取手形 351百万円 

売掛金 13,995 

(2）流動負債   

支払手形 468百万円 

買掛金 3,000 

 ６．偶発債務は、次のとおりであります。  ６．偶発債務は、次のとおりであります。 

関係会社等に対して銀行の借入などの債務保証を

行っております。 

関係会社等に対して銀行の借入などの債務保証を

行っております。 

 (百万円)

Yuasa Battery,Inc. 2,424 

Century Yuasa Batteries 

Pty.,Ltd. 
1,113 

P.T.Yuasa Battery 

Indonesia 
630 

Yuasa Battery(UK)Ltd. 619 

Yuasa Battery Sales 

(UK)Ltd. 
348 

その他 1,070 

計 6,206 

 (百万円)

Yuasa Automotive 

Batteries(Europe)Ltd. 
5,518 

Yuasa Battery Europe 

Ltd. 
1,876 

Century Yuasa Batteries 

Pty.,Ltd. 
1,526 

Yuasa Battery,Inc. 1,360 

Yuasa(Tianjin) 

Technology Ltd. 

576 

その他 839 

計 11,697 

上記のうち、外貨建保証は、次のとおりでありま

す。 

上記のうち、外貨建保証は、次のとおりでありま

す。 

US$ 26,732千 

STG.£ 6,649千 

A$ 15,000千 

RMB 5,000千 

S$ 495千 

EUR 2,960千 

US$ 23,712千 

STG.£ 35,560千 

A$ 18,673千 

RMB 11,825千 

S$ 507千 

EUR 2,967千 

 ７．受取手形割引高は次のとおりであります。  ７．受取手形割引高は次のとおりであります。 

受取手形割引高 601百万円 受取手形割引高 425百万円 
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（損益計算書関係） 

① リース取引 

EDINETによる開示を行うため記載を省略しております。  

  

② 有価証券 

前事業年度（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当事業年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

売上高 31,437百万円 売上高 35,062百万円 

※２．このうち主要なものは次のとおりであります。 ※２．このうち主要なものは次のとおりであります。 

運送費 3,060百万円 

販売手数料 197 

給料手当 3,794 

役員退職慰労引当金繰入額 57 

法定福利費 480 

不動産賃借料等 755 

租税課金 128 

減価償却費 493 

事務費 551 

運送費 3,187百万円 

販売手数料 203 

給料手当 3,633 

役員退職慰労引当金繰入額 127 

法定福利費 380 

不動産賃借料等 652 

租税課金 137 

減価償却費 72 

事務費 643 

販売費及び一般管理費のうち販売費の割合 販売費及び一般管理費のうち販売費の割合 

約66％ 約61％ 

※３．研究開発費の総額 ※３．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

 2,621百万円  2,504百万円 

※４．固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。  ※４．      ────── 

土地及び構築物  2,466百万円  

 貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 776 1,143 367 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 時価（百万円） 差額（百万円） 

関連会社株式 851 1,136 285 
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③ 税効果会計 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

当事業年度 
（平成16年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 百万円

賞与引当金 321 

退職給付引当金 1,091 

役員退職慰労引当金 214 

未払事業税 13 

有価証券評価差額金 1,944 

投資有価証券評価損 487 

経費引当否認 466 

繰越欠損金 1,725 

その他 937 

繰延税金資産合計 7,203 

繰延税金負債  

 有価証券評価差額 － 

繰延税金負債合計 － 

繰延税金資産の純額 7,203 

繰延税金資産 百万円

賞与引当金 445 

退職給付引当金 1,269 

役員退職慰労引当金 227 

未払事業税 12 

有価証券評価差額金 － 

投資有価証券評価損 797 

経費引当否認 432 

繰越欠損金 1,860 

その他 583 

繰延税金資産合計 5,629 

繰延税金負債  

 有価証券評価差額 △555 

繰延税金負債合計 △555 

繰延税金資産の純額 5,073 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 188円 6銭

１株当たり当期純利益 2円72銭

１株当たり純資産額 206円26銭

１株当たり当期純損失 0円38銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純

利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を前事業年度に適用し

て算定した場合の１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 191円18銭

１株当たり当期純損失 ９円18銭

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては新株引受権付社債及び転換社債を発行していない

ため記載しておりません。 

 

 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益又は当期純損失(△)（百万円） 481 △67 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)（百万円） 481 △67 

期中平均株式数（千株） 177,142 113,668 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

────── １．株式移転による完全親会社の設立 

  当社は、平成15年７月11日に日本電池㈱と経営統合に 

 関する基本合意書を締結し、同年９月12日付けにて同社 

 と共同株式移転契約を締結していたが、予定どおり平成 

 16年４月１日付で株式移転により、共同完全親会社であ 

 る㈱ ジーエス・ユアサ コーポレーションを設立した。 

 完全親会社設立の目的及びその概要は次のとおりであ 

 る。 

  (1)完全親会社設立の目的  

 世界の蓄電池業界は、合従連衡を繰り返し企業再編が進 

 み、中国をはじめ大きな発展が見込まれるアジア市場に 

 おいてもグローバル競争が本格化する中、わが国の蓄電 

 池メーカーは、世界的な再編成の中に組み込まれるか、 

 日本国内の企業と連携してグローバル企業に転身するか 

 の選択に迫られている。 さらに、わが国の蓄電池市場 

 では長期化するデフレ経済の影響で需要が低迷し、経営 

 環境の悪化に直面する一方で、各メーカーは高度化、多 

 様化する顧客のニーズに応えるため新技術や新製品開発 

 の投資拡大が必要不可欠となっている。このような経営 

 環境の急速な変化の中で、顧客ニーズに応え競争力のあ 

 るグローバル企業として発展を続けていくために日本電 

 池㈱と共同して完全親会社たる㈱ ジーエス・ユアサ コ 

 ーポレーションを設立するものである。 

(2)完全親会社の概要等   

  ①商号      

  ㈱ ジーエス・ユアサ コーポレーション 

  （英文名称：GS Yuasa Corporation）  

  ②本店所在地 

  京都市下京区四条通東洞院東入立売西町60番地 

  日本生命四条ビル  

  ③株式移転に際して発行する株式の種類及び数 

  普通株式355,539,621株を発行する。 

  ④株式割当比率   

    当社及び日本電池㈱（以下「両社」という）の普通株 

  式１株につき、㈱ ジーエス・ユアサ コーポレション 

  の普通株式１株を割当てる。なお、１単元の株式の数 

  は1,000株とする。  

 ⑤資本金及び資本準備金 

  資本金  ：150億円 

  資本準備金：株式移転の日に両社に現存する純資産額 

        の合計額から、上記資本金を控除した額 

 ⑥株式移転交付金 

  株式移転に際し、株式移転交付金の支払いは行わな  

  い。 

 ⑦株式移転をなすべき時期 

  平成16年４月１日  

 

- 単独 12 -



前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

    ⑧㈱ ジーエス・ユアサ コーポレーションの取締役及び 

  監査役        

  取締役は、村上晨一郎、大坪愛雄、田村均、木村幸雄 

  、野塔毅、上田温之、秋山寛、依田誠、中村正昭及び 

  前野秀行の10名である。なお、村上晨一郎は代表取締 

  役会長に、大坪愛雄は代表取締役社長に就任してい 

  る。監査役は、矢野正直、楠山俊輔、端達夫及び藤井 

  勲の４名である。なお、端達夫及び藤井勲の両名は、 

  「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法  

  律」第18条第１項に定める社外監査役である。 

 ⑨共同して完全親会社を設立する日本電池㈱の概要(平成 

  15年３月31日現在) 

  社名    日本電池㈱ 

  本店所在地 京都市南区吉祥院西ノ庄猪野馬場町1番地 

  設立年月日 大正６年１月17日 

  資本金   14,353百万円 

  事業内容  電池、電源装置、照明器その他の電気機 

        器の製造販売 

  代表者   代表取締役社長 村上 晨一郎 

  従業員数  1,358名 

  売上高及び当期純利益  売上高   77,832百万円 

              当期純損失 △632百万円 

  資産、負債、資本の状況 資産合計  100,307百万円 

              負債合計   67,678百万円 

              資本合計   32,629百万円 

 ２．株式分割による事業子会社の設立   

  ㈱ ジーエス・ユアサ コーポレーションの完全子会社 

  になる日本電池㈱及び当社は、平成16年４月23日開催 

  の臨時株主総会にて、両社の子会社を含め、会社分割 

  により機能別に再編することを決定した。なお、再編 

  は、平成16年６月１日（第一次再編）以降、段階的に 

  実施する予定であるが、平成16年６月１日における分 

  割会社の概要は以下のとおりである。 

 (1)会社分割により当社から営業を承継させる相手会社 

  の名称、住所、代表者の氏名、資本金の額及び事業 

  内容  

 ①電池製造販売会社 

 ・名称 ㈱ ジーエス・ユアサ マニュファクチュアリン 

     グ 

 ・本店所在地     京都市 

 ・代表者の氏名    斎藤 貴民 

 ・資本金       5,000百万円 

 ・株主構成      ㈱ ジーエス・ユアサ コーポレ 

                        ーション100％ 

 ・決算月       ３月31日 

 ・事業内容      産業用、自動車用、アルカリ、 

            大型リチウム電池の製造、販売 

            及び海外生産拠点支援事業 

 ・会社分割の形態   共同新設分割  
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前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

   ②自動車電池販売会社 

 ・名称 ㈱ ジーエス・ユアサ バッテリー 

 ・本店所在地     東京都港区 

 ・代表者の氏名    清水 正 

 ・資本金       2,000百万円 

 ・株主構成㈱     ㈱ ジーエス・ユアサ コーポレ 

            ーション100％ 

 ・決算月       ３月31日 

 ・事業内容      補修用自動車電池、自動車関連 

            商品販売事業 

 ・会社分割の形態   共同新設分割   

 ③電池電源製造販売会社 

 ・名称 ㈱ ジーエス・ユアサ パワーサプライ 

 ・本店所在地     東京都品川区 

 ・代表者の氏名    依田 誠 

 ・資本金       1,000百万円 

 ・株主構成      ㈱ ジーエス・ユアサ コーポレ 

            ーション100％ 

 ・決算月       ３月31日 

 ・事業内容      電源システムの製造、販売及び 

            産業用、大型リチウム電池販売 

            事業 

 ・会社分割の形態   共同新設分割  

 ④電池電源製造販売会社 

 ・名称 ㈱ ジーエス・ユアサ テクノロジー 

 ・本店所在地     京都府福知山市 

 ・代表者の氏名    永井 謙吾 

 ・資本金       50百万円 

 ・株主構成      ㈱ ジーエス・ユアサ コーポレ 

            ーション100％ 

 ・決算月       ３月31日 

 ・事業内容      産業用大型電池及び大型鉛蓄電 

            池等の製造、販売事業 

 ・会社分割の形態   吸収分割  

 ⑤汎用電源製造販売会社 

 ・名称 ㈱ ジーエス・ユアサ パワーエレクトロニクス 

 ・本店所在地     京都市 

 ・代表者の氏名    柴山 和夫 

 ・資本金       50百万円 

 ・株主構成      ㈱ ジーエス・ユアサ コーポレ 

            ーション100％ 

 ・決算月       ３月31日 

 ・事業内容      汎用電源の製造、販売事業 

 ・会社分割の形態   共同新設分割  
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前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

   ⑥国際事業会社 

 ・名称 ㈱ ジーエス・ユアサ インターナショナル 

 ・本店所在地     東京都品川区 

 ・代表者の氏名    中村 正昭 

 ・資本金       1,000百万円 

 ・株主構成      ㈱ ジーエス・ユアサ コーポレ 

            ーション100％ 

 ・決算月       ３月31日 

 ・事業内容      海外事業管理事業及び輸出入事 

            業 

 ・会社分割の形態   共同新設分割  

 ⑦事務サービス会社 

 ・名称 ㈱ ジーエス・ユアサ ビジネスサポート 

 ・本店所在地     京都市 

 ・代表者の氏名    森本 巌 

 ・資本金       50百万円 

 ・株主構成      ㈱ ジーエス・ユアサ コーポレ 

            ーション100％ 

 ・決算月       ３月31日 

 ・事業内容      事務サービス事業 

 ・会社分割の形態   共同新設分割 

 ⑧情報システム会社 

 ・名称 ㈱ ジーエス・ユアサ インフォメーション 

 ・本店所在地     京都市 

 ・代表者の氏名    鹿嶋 宏 

 ・資本金       90百万円 

 ・株主構成      ㈱ ジーエス・ユアサ コーポレ 

            ーション100％ 

 ・決算月       ３月31日 

 ・事業内容      情報システム事業 

 ・会社分割の形態   吸収分割   

 ⑨アカウンティング会社 

 ・名称 ㈱ ジーエス・ユアサ アカウンティングサービ 

     ス 

 ・本店所在地     京都市 

 ・代表者の氏名    岩岸 軍次 

 ・資本金       301百万円 

 ・株主構成      ㈱ ジーエス・ユアサ コーポレ 

            ーション100％ 

 ・決算月       ３月31日 

 ・事業内容      経理、決算、出納事務事業 

 ・会社分割の形態   吸収分割 

 (2)当該分割の目的   

  経営統合に伴う事業再編をスピーディーかつ効率的に推 

  進することと、更なる間接業務の効率化を進め、統合に 

  よる効果の拡大を図ることを目的とする。 

 (3)当該分割の期日 

 1)分割期日     

   平成16年６月１日 

 2)権利義務の承継    

  新設分割による会社分割の場合、分割計画書の記載に 

  従って、分割会社の権利義務は承継会社が承継する。 

  また吸収分割による会社分割の場合、分割契約書の記載 

  に従って、分割会社の権利義務は承継会社が承継する。 
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６．役員の異動 
  

 平成16年6月25日付予定 

1．代表者の異動 

    退任予定代表取締役 

     代表取締役 大坪 愛雄 

 代表取締役 木村 幸雄 

2．その他の役員異動 

（1）新任取締役候補 

宮部 恭嗣（現 執行役員 総務部長） 

北村 昇  （現 執行役員 人事部長） 

（2）新任監査役候補 

野塔 毅  （現 常務取締役） 

（3）退任予定取締役 

野塔 毅  

秋山  寛 

         中村  正昭 

（4）退任予定監査役 

矢野 正直 

端   達夫 

以  上 
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